
滋賀県

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・総括コーディネーターを配置し、各市町の協議会等に参加するなど、情報の収集と共有及び助言を行った。

・申請用フォーム、メール、FAX、郵送、持参のいずれかの方法にて登録できる人材バンク（滋賀コーチバンク）を設置した。

＜現状＞・少子化の進展等に伴い、中学校の部活動を取り巻く状況は、近年大きく変化してきており、中学校生徒数は本県の年齢別人口をみると減少が予想される。

・部活動において、部員数、部の設置数ともに減少傾向にあり、また、合同チームによる大会出場も増加している。

＜課題＞・県内の生徒のだれもが充実した活動できるよう、生徒が参加しやすい環境を確保することが求められる。

・生徒のスポーツに親しむ場の確保に繋がるよう、地域の実情に応じて、多様な実施主体や運営団体等の受け皿の充実が求められる。

・生徒の適切な活動には、質・量ともに十分な指導者が不可欠であり、専門性や資質・能力を有する指導者を確保していくことが求められる。

・競技や指導の経験がない教員や指導を望まない教員がいる一方で、専門的な知識や技量、指導経験があり、地域での指導を希望する者がおり、教員が指導者として円滑に活躍できる環境が求められる。

・生徒の活動の機会の提供にあたって、適切な活動時間の設定や怪我・事故への対応等、生徒の健康・安全面への配慮が求められる。

・各市町で開催されている学校部活動の地域移行に関わる協議会に参加し、地域移行についての県の考えを発信することができた。

・滋賀県スポーツ協会との連携により、競技団体等からの指導者確保に努めた。

彦根市
コーディネーター配置

稲枝地区学校支援協議会に事業を業務委託（拠点中学校1、8部活を地域移行）

彦根市スポーツ協会（彦根市水泳連盟、彦根市剣道連盟）に業務委託、市内拠点中学校2、7部活で地域移行

長浜市
コーディネーター配置

奥びわ湖スポーツクラブに業務委託（拠点中学校1、4部活を地域移行）

近江八幡市 教育委員会が運営主体となり、市内拠点中学校1、1部活を地域移行

東近江市
コーディネーター配置

市内中学校生徒、保護者、教職員よりアンケート実施

米原市 （公財）伊吹山麓まいばらスポーツ文化振興事業団に業務委託（拠点中学校1、2部活を地域移行）

竜王町
コーディネーター配置

教育委員会が運営主体となり、町内拠点中学校1、6部活を地域移行

豊郷町
コーディネーター配置

教育委員会が運営主体となり、町内拠点中学校1、7部活を地域移行

児童生徒、保護者よりアンケート実施

多賀町
コーディネーター配置

スポーツ団体、NPO法人多賀やまびこクラブ、地域学校協働本部等と連携

滋

賀

県

業務委託

総括コーディネーター配置

市町情報・意見交換会を開催



滋賀県彦根市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

カ：参加費用負担の支援等 【稲枝中学校での取組】

・ 保護者アンケート結果に基づき、参加費負担額を決定する

・ 参加費徴収については、学校徴収金と同様の口座引き落としシステムを利用

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：その他
（２）運営主体：稲枝地区学校支援協議会
（３）種目：男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ,女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ,ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ,ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ,ｿﾌﾄﾃﾆｽ,

卓球,軟式野球,剣道
（４）指導者の主な属性：元教員、保護者、ｽﾎﾟｰﾂ少年団指導者 等
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：月4回程度
（６）主な活動場所：彦根市立稲枝中学校、稲枝地区公民館 等
（７）主な移動手段：自転車、保護者による送迎
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：12,000円/年
（９）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・市内7中学校3,061名のうち、運動部活動への加入率は66.6%である。生徒数、加入率ともに減少傾向にあり、部活動指導の維持が困難になりつつある。

・地域学校協働本部と連携した稲枝中学校での地域移行実践研究で、アンケート結果から満足する意見が伺え、持続可能な運営体制の方向が見えてきた。

・部活動地域移行の内容について、児童生徒、保護者、教職員に行ったアンケート結果において、約半数が「知らない」と答え、広い周知が必要だと確認した。.

・毎月の参加費徴収における集金業務、入金業務を軽減するために、学校の集金システムを利用し、口座引き落としによる参加費徴収を行った。

・参加費負担額について、８つの地域クラブ活動間で金額差が出ないように、統一した額に設定した。会計管理については、クラブ毎ではなく、コーディネーターが全

クラブ分を管理する形で事業を運営した。

・受け入れ母体の事業委託は年度途中の依頼となったため、業務調整が難しく、今年度は不和となったが、今年度は各競技連盟（水泳・剣道）が各々で取組

を進め、複数校の生徒を対象とした地域移行を開始することができた。

ウ：関係団体・分野との連携強化 【競技別（水泳・剣道）の取組】

・ 受け入れ母体の窓口の役割を市スポーツ協会に依頼する

・ 競技ごとにコーディネーターを配置し、各中学校顧問と連携を密に取る



滋賀県長浜市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・地域（総合型スポーツクラブやスポーツ少年団等）との連携による小学校から中学校までの一貫した指導体制の構築に取り組んだ。

・学校に部活動がない競技を中心に、地元の総合型地域スポーツクラブが生徒が希望する競技の指導を行った。

・市内小中学生及び保護者、小中学校教職員、文化スポーツ活動団体対象にアンケート調査を実施した。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：総合型地域スポーツクラブ運営型
（２）運営主体：奥びわ湖スポーツクラブ
（３）種目：柔道、剣道
（４）指導者の主な属性：総合型地域スポーツクラブ登録指導者
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：柔道４回、剣道４回
（６）主な活動場所：西浅井中学校武道場
（７）主な移動手段：（指導者）自家用車

（生徒）自転車、徒歩、保護者送迎
(８)１人あたりの参加会費等（年額）：０円/年
(９)１人あたりの保険料：生徒1人当たり500円/年

指導者1人当たり500円/年

・生徒数の減少や地域クラブ等への加入による部活動加入者の減少等により、一つの学校では部活動自体の維持ができない。または生徒が希望する競技を

選択できない。

・活動場所および活動場所への移動手段の確保が困難。

・地域におけるスポーツの普及や振興等を担う指導者が不足している。

・部活動指導が教員の長時間労働の大きな要因となっている。

・生徒が希望する競技に取り組むとともに、生徒の体力や活動目的等個別の状況に応じた指導ができた。

・円滑な事業実施となるよう、スポーツ少年団活動等に携わり幼少期より生徒ならびに保護者と良好な関係が構築されている指導者を配置した。

・本事業の取り組みをモデルとして情報発信したことにより、市内他地区の総合型地域スポーツクラブが地域移行(連携)の受け皿として活動を開始された。
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滋賀県近江八幡市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・市内１校にのみ設置されているラグビー部を拠点とし、休日のみ「八幡西中ラグビークラブ」として地域の指導者、兼職兼業教員で指導する地域クラブを設置した。

・市内４中学校の生徒であれば誰でも「八幡西中ラグビークラブ」に参加できるよう周知した。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：Ａ－１ 市町村運営型 地域団体・人材活用型
（２）運営主体：近江八幡市教育委員会
（３）種目：ラグビー
（４）指導者の主な属性：地域の指導者、教員
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：４回
（６）主な活動場所：学校グラウンド、
（７）主な移動手段：保護者送迎、自転車
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：０円/年
（９）１人あたりの保険料：生徒８００円／指導者１,８５０円

・運動部に入部している生徒の割合が少しずつ低下している中、チームスポーツにおいて他校と合同チームを編成し、大会に出場している部が増えてきている。

・生徒数は次第に減少しているが、設置部活動の数は減少しておらず、専門ではない競技の指導をしなければならない教員が増えてきている。

・地域移行に向けて受け皿団体や、指導者の確保が難しい。

・地域の指導者から専門的な技能を教えてもらうことができ、生徒の活動意欲が高まった。

・指導者に対して、心身の健康管理、事故防止の徹底、体罰・ハラスメント根絶に関する研修を行った。



滋賀県東近江市

●検討協議会 委員

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・検討協議会設置要綱の制定

・協議会の開催(全5回)

・部活動指導員に関する要綱の改定と施行

・部活動指導員の配置(1名)

・生徒、保護者、教職員対象にアンケート実施

・アンケート考察と公表

・東の鈴鹿山脈から西の琵琶湖までが一つの市域となり、東から西へと愛知川が流れている。総面積388.37㎢で、山林56.24%、田畑
22.57%、宅地6.16%となっている。市の最新人口は111,935人である。
・9校の中学校に3,125人の中学生が在籍する。生徒数は10年後には約850人減少し、2,270人程度になる。減少率が52.2%の校区も
ある。
・生徒……学校部活動加入状況は79%。友達と楽しく過ごすことを第一の目標にしながら、体力と技術の向上を目指している。
・保護者…地域クラブ活動に子供を参加させることについて、子供の意思に任せるとしつつ、送迎と受益者負担について懸念を持っている。
・教職員…部活動が地域連携・移行に進むことについて68%が賛成しつつ、兼職兼業許可を得て指導に関わることについては、30%が悩み、
58%が関わるつもりはないとしている。

・検討協議会で活発な意見交換が行われ、上記11項目が実施できた。

・検討協議会に参加している各種スポーツ文化団体に国・県の動向を伝えるように心がけ、当事者意識意識の向

上を図った。

・国・県の動きを時間を置くことなく正確に伝えるよう、学校訪問を続けた。

・市内公共施設に訪問を繰り返し、地域の抱える状況を収集した。

・有識者(2)
・スポーツ協会(1)
・スポーツ少年団(1)
・総合型地域スポーツクラブ(1)
・文化団体連合会(1)
・保護者代表(1)
・中学校代表(校長1、教頭1)
・学校教育課(1)
・スポーツ課(1)
・生涯学習課(1)
・事務局員(4)
(学校教育課3、スポーツ課1)

・令和6年度部活動指導員の募集

・スポーツ少年団中学部団員の募集

・部活動指導員面接試験と決定

・地域クラブ活動実証事業団体の発掘と決定

・民間企業との地域移行に係る情報交換



滋賀県米原市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・休日における運動部活動を地域スポーツクラブ活動として実施していくために、地域団体、競技団体やスポーツチーム、学校が連携および役割分担をして、持続可

能な運営ができる体制の検討・構築を行うとともに、活動中における事故や生徒間のトラブルなどへの対応主体を明確にするルール等の検討を行った。

・複数の中学校区からの参加を受け入れる体制の構築に向けて検討を行った。

●地域クラブ活動の概要

（１）運営類型： その他の類型
（２）運営主体：（公財）伊吹山麓まいばらスポーツ文化振興事業団
（３）種目：卓球部（男子・女子）、ホッケー部（男子・女子）
（４）指導者の主な属性：地域指導者
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：３回
（６）主な活動場所：米原市立伊吹山中学校体育館、

米原市伊吹第1グラウンド・OSPホッケースタジアム
（７）主な移動手段：徒歩、自転車、スクールバス、保護者送迎
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：1,000円/年（保険代）
（９）１人あたりの保険料：生徒1,000円／指導者1,850円

・少子化により学校単位での部活動が維持できなくなっており、学校によって選べる競技数が異なっている。また、部活動に対する子どもたちのニーズも多様化しており、

種目によっては子どもの数が減少し、合同で大会等に出場する地域も出てきている。

・部活動の顧問や指導者の時間外勤務や休日勤務が増加する一方で、未経験の教員による部活指導が常態化している。

・部活動の地域移行にあたっては、受け皿となる団体の確保が必要であり、今後、県の方針を参考にしながら、市としてのあり方や方向性を検討する必要がある。

・スポーツ部局と学校教育部局との連携強化（4回にわたるチーム会議を開催）し、現状を共有するとともに、先進地（岐阜県羽島市）を視察するなど、今後の

あり方や進め方について検討を重ねた。また、委託先である事業団担当者や関係者と課題について話し合った。その結果として、地域部活の活動中の「責任の所

在」に対する不安感を払しょくするため、マニュアル案を作成することとなった。



滋賀県蒲生郡竜王町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・竜王町部活動地域連携検討協議会を開催し、地域移行に対しての賛否両論を含め様々な意見が出された。

・今年度は、とりあえず、部活動指導員として、バドミントン部、ソフトボール部、バレーボール部において、指導者を確保することができた。

・保護者、生徒、教職員にアンケートをとり、意識づけを行うことができた。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：体育・スポーツ協会運営型
（２）運営主体：町バレーボール協会
（３）種目：バレーボール
（４）指導者の主な属性：町バレーボール協会会員
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：４回程度
（６）主な活動場所：竜王中学校体育館
（７）主な移動手段：自転車

・竜王中学校の生徒数の12年後（昨年度生まれた子どもたちが中学校に入学する年）の動向を見ると、４0％以上生徒数が減少することが見込まれ、今後、部

活動の維持は大きな課題となる。現状においても、生徒数の減少により、部活動の数は減らさざるを得なくなっている。また、生徒数の減少に伴い、教員数も減少する

ことから、部活動の顧問を担う教員を確保できなくなる。

・部活動コーディネータを中心に、学校運営協議会部活動部会のメンバーと共に土曜日の部活動の状況の把握に努めた。活動する生徒たちに直接、取組について

説明するとともに、生徒たちから生の声を聞くことができた。



滋賀県犬上郡豊郷町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）
（２）運営主体：スポーツ少年団（2団体）および総合型地域スポーツクラブ
（３）種目：サッカー 、 剣道 、多種目
（４）指導者の主な属性：スポーツ少年団指導者及びスポーツクラブ指導者
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：4回～8回
（６）主な活動場所：豊郷スポーツ公園G、豊郷武道館、豊郷町民体育館
（７）主な移動手段：徒歩、自転車、車による送迎
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：6000円/年
（９）１人あたりの保険料：生徒 ８００円／指導者 1,８５０円

・本町では少子化が一層進む中、「学校単位」で「教員が指導」する仕組みが持続可能でないことを踏まえ、生徒が地域でスポーツ活動や文化活動に親しめる環境を新たに構

築していく必要性を中学校の部活動を取り巻く多様な関係者にまず理解を得るとともに意識変革を図る必要があるが、スポーツ協会やスポーツ少年団などの運動団体や文化

活動をはじめとする地域活動組織が年々弱体化の傾向があり、特に活動の主体となる「生徒」および保護者の思いや願いをベースにした本事業の推進には課題も多い。

・地域移行に関して「教員の働き方改革」を前面に出した議論は、地域の理解を得ることが困難であり、やはり、地域移行と並行して合理的で効率的な部活動の改革推

進に取り組むことが重要である。そこでまず、指導者の思いに寄り添い、町の子ども達の育成と未来に向けたモデルとして取り組む受け皿団体の確保とその支援の具体的

な方策を探り、来年度モデル事業として3クラブがスタートすることとなった。今後は、この取り組みを円滑に普及するため、中学校と運営団体との一層の連携を進めたい。
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・まず、運動部の地域移行を3年間で達成するために町内のスポーツ団体や保護者、有識者に集まっていただき、事業を進めるにあって現状や課題を探るとともに「豊郷モデ

ル」の地域移行方針を話し合った。その結果を基に「地域連携協議会」を設置し、「児童生徒・保護者アンケート」、「町広報による町民への周知」、「令和6年度の３つの

クラブのモデル事業」などを進めることとし、具体的な方策や取り組みについて決定し準備できた。また、来年度の必要な経費について町からの補助も獲得するができた。



滋賀県犬上郡多賀町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・ 中学校の教員、生徒、保護者を対象に「中学生のスポーツ・文化芸術活動のあり方に係るアンケート調査」を実施

・ 「多賀中学校の部活動のあり方および地域連携」を発足し、学識経験者や各種スポーツ団体の代表者を交えての検討会を開催している。

・ 総括コーディネーターを配置し、近隣市町等との情報交流を行う。

・ 【少子化傾向】 町の人口は一時増加を示したこともあるが、減少傾向にある。

・ 【中学生のニーズの多様化】 中学生のスポーツ・文化芸術活動への参加割合は93％である。学校部活動は部員の減少により廃部になっている。

・ 【地域クラブ活動の運営団体の発掘】 中学生は地域の競技性の高いスポーツクラブにも多く参加している。

・ 「中学生のスポーツ・文化芸術活動のあり方に係るアンケート調査」では、中学校の協力を得て、授業で活用しているＩＣＴを利用させていただいた。

・ 検討協議会ではアンケート結果を提案し、本町の現状に即した中学生のスポーツ・文化芸術活動のあり方について協議できた。

・ 「多賀町生涯スポーツのあり方検討委員会」や「スポーツ少年団本部の研修会」等に出向いて、中学校の部活動の現状や地域移行について話題提供した。
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